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本稿のポイント

⚫ バイデン政権は、貿易自由化が米国産業の空洞化や供給網の脆弱化、中国など非市場的経済の台頭などに寄与

したとし、「現代版の産業戦略」を通じた自国産業の強化、供給網の強靭化、対中競争の勝利などを掲げている。

⚫ 「新ワシントンコンセンサス」と呼ばれるこの経済戦略は、CHIPSおよび科学法やインフレ削減法といった産業政策と

して実行に移されており、保護主義や補助金競争につながるとの懸念がある。

⚫ 経済安全保障の重要性が高まるなか、今後も戦略的分野における各国の産業政策は拡大する見込みで、企業にお

いてはこれらの施策を十分に理解した上でのサプライチェーン戦略や投資計画の策定が求められる。

自国第一主義がもたらす
グローバル産業政策競争

連載コラム 地政学リスクの今を読み解く

1

「今、（経済戦略に関して）新たなコンセンサスを構築する必要があります」。米国のジェイク・サリバン大統領補佐官（安

全保障担当）は今年4月、ブルッキングス研究所で演説を行い、米国の新しい経済戦略「新ワシントンコンセンサス」を発

表しました
*1
。

市場原理や新自由主義に基づいた「旧ワシントンコンセンサス」に対して、この新戦略は政府介入や産業政策を通じた

国内産業の強化や供給網の強靭化、対中競争の勝利を掲げています。既に同戦略は半導体やクリーンエネルギーの分

野などで実行に移されており、過度な自国優遇や国家間の補助金競争につながるとの懸念を生んでいます。

本コラムでは、「新ワシントンコンセンサス」の背景と概要、産業政策競争の現状を議論した上で、中長期的な国際経済

秩序の変化と、日本企業における影響と対応を解説します。

新ワシントンコンセンサスとは

「新ワシントンコンセンサス」を論じる上で、その前身である「旧ワシントンコンセンサス」の内容を振り返ります。

旧ワシントンコンセンサス

1990年代に米国政府や国際通貨基金（IMF）、世界銀行によって形成された「旧ワシントンコンセンサス」は、市場原理

や新自由主義に基づく経済成長を掲げていました。具体的に、財政規律の維持、費用対効果の高い公的支出、税制改

革など10項目の政策をパッケージとして推進していました（図表1左参照）
*2
。

冷戦終結後のグローバライゼーションの基盤となった「旧ワシントンコンセンサス」ですが、サリバン大統領補佐官は4つ

の課題を生み出したとしています。

1つ目が産業基盤の空洞化で、経済効率性を求めた製造業のオフショアリングや、大企業を優遇する減税や規制緩和に

よって米国産業が弱体化し、戦略物資の供給網の対外依存が拡大したと指摘しています。2つ目が非市場経済国との地

政学的競争で、世界貿易機構（WTO）加盟などにもかかわらず中国は国内経済を自由化せず、補助金などによる自国

産業の優遇で経済的に台頭し、軍事的にも米国やその同盟国を脅かしていると述べています。
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3つ目が気候変動で、市場原理に任せた経済活動では気候変動対策が不十分となるため、政府によるエネルギー転換

への投資と雇用の創出が必要だとしています。4つ目が格差の拡大と民主主義への損害で、輸出主導や小さな政府によ

る経済成長が経済的弱者を生み出し、これが米国社会の分断や民主主義の弱体化につながっていると論じています。

新ワシントンコンセンサス

これらの課題に対処するため、バイデン政権は「新ワシントンコンセンサス」の必要性を説いています。サリバン大統領

補佐官によると、この新経済戦略は5つの柱に基づいています（図表1右参照）。

1つ目は現代版の産業戦略で、経済成長の基盤となり安全保障上重要なセクターにおいては、政府主導で的を絞った公

的支出を行い、産業育成やイノベーション推進を行うとしています。2つ目は同盟国との連携で、重要物資の供給網強化

や気候変動対策の推進において同盟国や友好国と協力すると述べています。

3つ目は革新的な貿易協定で、関税撤廃に基づく自由貿易協定（FTA）に代わり、供給網強化や労働権・環境保護など

に焦点を当てた新たな協定の締結を通じて、より強靭で持続可能な貿易を推進すると主張しています。4つ目は発展途

上国に対する支援で、主要7カ国（G7）が主導するグローバルインフラ投資パートナーシップなどを通じて、透明性が高く

持続可能な融資を行い国際開発に貢献するとしています。

5つ目は中国に対する輸出・投資規制で、「スモール・ヤード、ハイ・フェンス（小さな庭、高い柵）」の方針の下、安全保障

上重要な技術の流出を防ぐため的を絞って対中規制を強化すると述べています。米中経済の「デカップリング（分断）」で

はなく「デリスキング（リスク低減）」を目的とした施策を行うとしています。

新経済戦略をめぐっては、米国産業の復興につながるとの期待の声がある一方、米国企業優遇となり他国企業に不利

な事業環境が生まれる、米国の補助金目当てで企業が投資先を米国に移し他国で産業空洞化が起こる、米国の補助金

に対抗して他国が産業政策を打ち出し補助金競争が繰り広げられるなど、多くの懸念を生んでいます
*3
。

図表1：新旧ワシントンコンセンサスの比較
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どのような産業政策競争が繰り広げられているのか

こうした政策動向の真っ只中にあるのが半導体とクリーンエネルギーの分野です。

半導体分野

半導体分野では、米国で2022年8月、CHIPSおよび科学法（CHIPSプラス法）が成立しました。総額2,800億米ドルの公

的投資を行う同法は、半導体開発・製造の強化に総額527億米ドルを計上しており、米国内に工場を建設・拡張する企

業に設備投資の25％の税額控除を適用するなど、多くの施策を含んでいます。米国半導体工業会（SIA）の試算による

と、CHIPSプラス法の原案が連邦議会に提出された2020年5月から2023年4月までの間に、50以上の半導体エコシス

テムに関する事業が発表され、総額は2,100億米ドル以上に上っています
*4
。

一方で、CHIPSプラス法の補助金を受ける事業者は、中国など懸念国において製造機能を一定以上拡大してはいけな

い制約や、中国企業など懸念ある外国事業体との共同研究や技術ライセンスをしてはいけない制約が課せられ、実質

的に中国排除を迫られています。同規制をめぐり、韓国や台湾などの半導体メーカーは懸念を示しており、当該政府・企

業間で協議が継続中です。

また、米国に対抗して欧州や日本も大型の産業政策を打ち出しており、半導体開発や企業誘致をめぐる補助金競争の

様相を呈しています。実際、EUは今年4月、総額430億ユーロ（470億米ドル）に上るChips法を可決しています。2030年

までにEUが半導体市場で占めるシェアを現状の9％から20％まで拡大する目標を掲げ、域内の半導体生産量を4倍に

するとしています。EU政府関係者によると、Chips法案発表以後、既に1,000億ユーロの投資がコミットされており、EU

域内での半導体産業強化が加速しています
*5
。

日本も、国内の半導体生産強化に向けて2021年度補正予算で7,740億円、2022年度補正予算で1.3兆円ほど計上して

います。数世代前の技術水準のロジック・メモリー半導体の工場建設に加えて、2ナノメートルの最先端半導体の開発や

パワー・アナログ半導体の国内生産強化に向けて補助金を打ち出しています。2022年5月に成立した経済安全保障推

進法は、特定重要物資のサプライチェーン強化を図っており、一部の半導体支援は同枠組みを通じて行われます
*6
。

クリーンエネルギー分野

産業政策競争はクリーンエネルギー分野でも繰り広げられています。米国では、気候変動対策に総額3,910億米ドルを

計上するインフレ削減法（IRA）が2022年8月に成立しました。太陽光パネルといったクリーンエネルギー導入における税

額控除に加えて、電気自動車（EV）購入時の最大7,500米ドルの税額控除などの措置を含んでいます
*7
。

EV補助金の適用においては、北米における車両の最終組立、米国ないしは米国とFTAを締結する国からのバッテリー

用重要鉱物の調達（コバルト、リチウム、ニッケルなど）、北米におけるバッテリー用部品の製造・組立（正極材、負極材

など）、中国など懸念国エンティティからの調達禁止といった要件が設けられており、その保護主義的性質から他国と貿

易摩擦に発展しています。

重要鉱物の調達要件に関しては、日本やEUが米国とFTAを締結しておらず同補助金の対象外となることから、これらの

政府から懸念が噴出しました。バイデン政権は今年3月、日本と重要鉱物協定を締結し、それをFTAと見なすことで補助

金対象とすることとしており、EUや英国とも同様な協定を協議しています
*8
。北米での最終組立要件に関しては、リース

車が対象外となったため、同要件を満たしていなかった韓国や欧州のメーカーもリース車販売で補助金を受けられるよう

になりました
*9
。

貿易摩擦解消に向けた進展がある一方、インドネシアやフィリピンなどその他国々との重要鉱物協定の協議は進んでい

ません。また、中国企業排除などその他要件に関しても、自動車業界や専門家から対応が難しいとの指摘が出ています
*10
。実際、今年4月時点で補助金条件を満たす車種は米国系メーカーの22モデルに限られています

*11
。
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そんな中、米国補助金により欧州企業がEU域内ではなく米国で投資を拡大しているとの懸念が広がっており、EUは対

抗策として今年2月にグリーンディール産業計画、今年3月にネットゼロ産業法案と重要資源法案を発表しています。同

計画は、域内産業のネットゼロ化に向けた税額控除措置などに2,500億ユーロ（2,720億米ドル）のEU財源を出動する

提案を含んでいます
*12
。ネットゼロ産業法案は、再エネやバッテリーなど「戦略的ネットゼロ技術」について、2030年まで

にEU域内で年間に必要な分の4割を域内生産することを努力目標とし、EU域内における投資を拡大するために環境整

備を行うとしています
*13
。また、欧州委員会は3月、国家補助に関する規則を緩和し、バッテリーや太陽光パネルなど6分

野における加盟国の補助金承認のプロセスを簡素化しました
*14
。

これら対応措置を受けて、グリーン投資拡大による気候変動対策の進展を期待する声がある一方、財政的制約のため

欧州諸国は米国との補助金競争に勝てないとの指摘もあります。各国の補助金を承認するとドイツやフランスなど財政

的に体力のある加盟国にのみにグリーン産業が偏る、加盟国間の事業環境に格差が生まれEU統一市場が阻害される

といった問題点も浮上しています
*15
。

このように補助金競争は過熱しており、企業もサプライチェーン戦略や投資計画の変更を迫られています。補助金を通じ

た国内産業振興はもともと中国が先行してきたことで、2019年における産業政策の額は2,480億米ドル（GDP比1.73%）

と、米国の840億米ドル（GDP比0.39%）を大きく上回っていました（図表2参照）。しかし、米欧などが産業政策拡大に動

くことで、世界的に事業環境が変化しています。2019年の米国の産業政策の金額とCHIPSプラス法による投資総額

2,800億米ドル、IRAによる投資総額3,910億米ドルを比べると、これら施策の規模の大きさが見て取れます
*16
。

国際経済秩序はどのように変わっていくのか

「新ワシントンコンセンサス」の下で米国の産業政策が拡大し、他国が対抗策を打ち出す現状は今後どう発展していくの

でしょうか。市場原理や貿易自由化に基づいた冷戦終結後の国際経済秩序はどう変化していくのでしょうか。主な変化と

して、国際的な自由貿易体制の弱体化、補助金競争の他分野への拡大、戦略的分野における世界経済のブロック化が

懸念されます。

図表2：主要国の産業政策支出額（2019年）
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国際的な自由貿易体制の弱体化

補助金を規制する国際的ルールにはWTOの補助金および相殺措置に関する協定などが存在していますが、IRAなどの

補助金政策はこうしたルールを無視する形で打ち出されています
*17
。EU内にはWTOの紛争解決パネルで米国を訴訟

するべきとの声もあるほどです
*18
。しかし、仮に訴訟が行われた場合、米政府が政策修正に応じる見込みはなく、また、

米国による上級委員会メンバーの選定拒否によりWTOが機能不全に陥っており、調停による解決は期待できません。

補助金競争に歯止めがかからない中、米国や中国など大型産業政策を実施する財政的余裕がある国々が自国有利な

措置を打ち出し、余裕のない国々が不利な環境が生まれることが危惧されます。実際、IMF、経済協力開発機構

（OECD）、世界銀行、WTOは2022年4月発表の報告書において、「『戦略的』セクター振興に向けた新たな産業政策拡

大の動きは国際競争を歪曲化し、特に財政的制約を受ける発展途上国に対して不利に働く」と警鐘を鳴らしています
*19
。

新興国の台頭などにより全会一致が必要なWTOでの意思決定は滞り、機能不全に陥っているとの指摘がこれまでもあ

りました
*20
。補助金競争の抑制が効かなければ、国際経済ルールの執行の面でもWTOへの信頼はさらに低下し、幅広

い分野でのルールの形成・執行の停滞や貿易の予見可能性の低下が懸念されます。

また、貿易自由化に否定的な米国の姿勢はバイデン政権に始まったものではなく、冷戦終結後のグローバル化における

米国製造業の空洞化や、同問題を政治争点化したトランプ政権の誕生など根が深い問題です。2024年の大統領選挙で

バイデン大統領が再選した場合はもちろん、共和党候補が勝利した場合も、米政府の貿易自由化に対する懐疑的な態

度は変わらないことが想定されます。バイデン氏やトランプ氏が再選すれば各政権下の保護主義的政策が継続し、トラ

ンプ氏以外の候補者の場合も、共和党支持基盤の労働階級における反自由貿易の姿勢から大幅な政策変更は見込め

ないとの見方もあります
*21
。

結果、米国の環太平洋パートナーシップ（TPP）復帰は期待できず、米国を中心とした貿易自由化の取り組みは望めな

いと思われます。むしろ、自国産業保護に向けた産業政策や関税障壁などの拡大で、保護主義の流れがさらに強まるこ

とが懸念されます。

補助金競争の他分野への拡大

米国の「新ワシントンコンセンサス」への転換は一過性の現象ではなく、産業政策の対象が今後拡大する可能性にも注

意が必要です。

米国内では、対中競争や経済安全保障の観点から戦略的分野で産業政策を行うことに関して超党派の合意が存在して

います。2024年の大統領選挙においても、各党の候補者が米国産業の振興と対中競争の勝利を訴えて選挙戦を繰り広

げることが予想され、選挙の結果に関係なく産業政策が拡大していくでしょう
*22
。

バイデン政権は、コンピューティング（半導体、人工知能（AI）など）、クリーンエネルギー（バッテリー、再生エネルギーな

ど）、バイオ技術・製造（遺伝子技術を用いた医薬品や農作物、素材など）を最重要分野として掲げています。前者2分野

に関してはCHIPSプラス法とインフレ削減法が既に成立しているため、現在バイオ分野での法案策定が進んでいます。

バイデン政権は2022年9月にバイオ技術・製造に関する大統領令を発布し、2023年3月には各省庁がバイオ分野にお

ける戦略目標を設定しています。それを背景に、民主党幹部は対中競争法案第2弾の一環としてバイオ分野の大型法案

を策定しています
*23
。また、共和党有力議員は中国からの医薬品や有効成分の購入を制限し、米国内での医薬品や医

療機器の製造を支援する法案を議会に提出しています
*24
。選挙戦を背景とした党派対立から、2024年までの大型法案

成立は難しいと思われますが、議会動向に注意が必要です。

戦略的分野における世界経済のブロック化

重要分野で自国優遇や対立国排除の産業政策が拡大し、世界経済がブロック化する恐れもあります。上記で述べた各

種施策は、輸出管理や投資規制などデカップリング措置と同時に行われており、両者によって経済分断が進むことが考

えられます
*25
。
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対中投資規制を含むCHIPSプラス法が施行され、米国の対中輸出規制が拡大する半導体分野におけるブロック化が最

も懸念される一方、太陽光パネルやEVバッテリーなど対中依存が高いクリーンエネルギー分野での自国産業強化の動

きも拡大しており、今後の動向が懸念されます。

欧州中央銀行のラガルド総裁は、サプライチェーン強靭化に向けた産業政策拡大などの動きは世界経済を断片化させ、

インフレや経済減速につながると警告しています
*26
。供給網の国内化・多角化には膨大な費用と時間が必要で、経済効

率性ではなく経済安全保障を優先した調達先や生産拠点の移管は企業にとってコスト増を意味します。実際、米国工場

における半導体製造コストは台湾工場の5割高と言われています
*27
。米国がFTAに代わり推進する労働権・環境保護措

置を含む貿易協定も、企業が中国など懸念国から調達することを制約し、更なるコスト増や供給網分断に寄与するとの

指摘もあります
*28
。

日本企業に求められる備えとは

日本企業は産業政策競争による事業環境の変化にどう対応すべきなのでしょうか。主な対応として、産業政策を活用し

た経営戦略の策定、政府や議会に対するアドボカシー活動、長期的なシナリオプランニングが考えられます。

産業政策を活用した経営戦略の策定

まず、各国が打ち出す補助金などを活用した生産拠点や事業展開の拡大が考えられます。実際、CHIPSプラス法やイン

フレ削減法の成立を受けて、既に多くの企業が米国での投資拡大を発表しています。

一方で、多くの補助金にはローカルコンテンツ規則や中国など懸念国の排除措置など制約が設けられていることにも注

意が必要です。インフレ削減法のEV税額控除のように、補助金要件が厳格で遵守が難しいものも存在し、要件対応のコ

ストと補助金のメリットを天秤にかけた検討が求められます。また、自社が補助金を活用せずとも競合企業が補助を受け

事業拡大や新技術開発などを進める可能性など、競争環境の観点から検討することも重要でしょう。

政府や議会に対するアドボカシー活動

政策策定や運営に関して政府や議会に働きかけることも求められます。米国の場合、CHIPSプラス法成立までに約2年

の歳月を要しましたが、その間には半導体産業などによる積極的なロビイング活動がありました。同法成立後も、対中投

資規制など各種制約をめぐり、半導体メーカーは産業団体などを通じて米国政府に規制緩和を求めています
*29
。バイオ

の分野では、医薬品関連の産業団体などがバイデン政権に早期の法案策定を要請しています
*30
。

「新ワシントンコンセンサス」自体に対しても産業界から多くの意見が出されています。米国商工会議所などの経済団体

は、多くの米国企業は貿易拡大を通じた輸出事業の恩恵を受けているとし、貿易自由化を推進しないバイデン政権の方

針を批判しています。安全保障上重要な技術をめぐる対中デリスキングの必要性には理解を示しつつ、年間1兆米ドル

に上る米中貿易全体を制限することには反対し、友好国との貿易自由化を通じた対中依存度の低減を訴えています
*31
。

こうした動きを踏まえ、日本企業としても米国市場でのレベル・プレイング・フィールド確保に向けたアドボカシー活動が重

要になってきます。米国政治に詳しい現地人材を活用し、政権や議会の目標や利害を理解した上で、その文脈に沿った

メッセージで意見表明を行うことが求められます。米国以外でも産業振興や経済安全保障の各種政策が打ち出されてい

ることから、欧州などその他市場においても同様な取り組みが必要でしょう。

長期的なシナリオプランニング

足元の政策対応に加えて、長期トレンドを見据えた戦略策定も求められます。支援対象の企業においては、工場誘致や

販売推進の補助金が拡大するにつれて供給網や市場の構造が長期的にどう変化するかを分析し、見通しに基づいた事

業戦略を策定することが考えられます。国際的な物資輸送を担う企業においては、こうした長期的な変化に伴い貿易や

物流のフローがどう変わるかを見極め、地域戦略を見直すことも検討に値するでしょう。

以前のコラムで述べた通り、地政学リスクマネジメントでは法規制対応など足元のリスク管理に加えて、長期トレンドを見

据えた経営戦略の見直しも求められます。「新ワシントンコンセンサス」と産業政策競争が潮流として定着することが予想

される中、日本企業においても両面の対応が必要でしょう。

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/risk-consulting/vol2.html
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